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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期

第３四半期連結
累計期間 

第45期
第３四半期連結

累計期間 

第44期
第３四半期連結

会計期間 

第45期 
第３四半期連結 

会計期間 
第44期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  9,416,028  10,072,533  3,265,103  3,589,331  13,480,818

経常利益（千円）  179,447  479,293  50,906  235,894  741,048

四半期（当期）純利益（千円）  90,720  463,781  29,637  387,571  373,365

純資産額（千円）  －  －  8,959,604  9,611,262  9,259,019

総資産額（千円）  －  －  10,895,282  12,083,615  11,832,009

１株当たり純資産額（円）  －  －  1,495.00  1,603.80  1,544.99

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 15.14  77.39      4.95  64.67  62.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －      －

自己資本比率（％）  －  －  82.2  79.5  78.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 426,968  351,670  －  －  655,376

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 146,680  62,772  －  －  △376,540

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △144,218  △119,871  －  －  △145,058

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －  －  1,759,748  1,758,666  1,464,094

従業員数（人）  －  －          975  938  966
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数には、パートタイマー76名は含まれておりません。  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。    

２ 従業員数には、パートタイマー76名は含まれておりません。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人）  938      

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 914      
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(1）生産実績 

 当社グループは、生産活動を行っておりませんので該当事項はありません。 

(2）契約状況 

当第３四半期連結会計期間の契約状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  なお、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」の適用により、従来の事業部門別からセグメント別に変更

したことにより、前年同四半期比は記載しておりません。 

  （注）１ 契約高及び契約残高には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」の適用により、従来の事業部門別からセグメント別に変更

したことにより、前年同四半期比は記載しておりません。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  

２ 販売高には、消費税等は含まれておりません。 

   

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

    

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
契約高 
（千円） 

前年同四半期比
（％） 

契約残高
（千円） 

前年同四半期比 
（％） 

交通サービス事業  1,329,765  －  202,911  －

ＩＴサービス事業    1,827,965  －  1,275,039  －

合計  3,157,731  －  1,477,951  －

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

交通サービス事業  1,501,002  －

ＩＴサービス事業       2,088,329  －

合計  3,589,331  －

相手先 
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高（千円）
総販売実績に

対する割合（％） 
販売高（千円） 

総販売実績に
対する割合（％） 

日本信号㈱  712,031       21.8  826,619  23.0

キヤノンマーケティング 

ジャパン㈱ 
      419,067       12.8  395,277  11.0

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、経済対策等の効果や新興国向けの輸出拡大などにより、一

部景気に持ち直しの動きが見られましたが、海外経済の減速や急激な円高進行に伴う企業業績懸念が高まるなど、

景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

このような情勢のもと、当社グループといたしましては、「交通サービス事業」におきましては、保守エリア

の拡大に注力するとともに、鉄道事業者による駅ホーム柵や新鉄道信号システム等の関連工事の確実な受注に努め

ました。また、「ＩＴサービス事業」におきましては、効率的な営業活動を推進するとともに、ネットワーク及び

セキュリティ関連事業の拡大を図り、さらには、駐車場機器販売及び運営支援サービスの積極的な営業活動を展開

いたしました。 

これらの結果、当社グループの当第３四半期連結会計期間の売上高は3,589百万円（前年同四半期比9.9％

増）、経常利益は235百万円（前年同四半期比363.4％増)、四半期純利益は387百万円（前年同四半期比1,207.7％

増)となりました。 

 当第３四半期連結会計期間の概況をセグメント別に申し上げますと次のとおりであります。 

「交通サービス事業」 

ＡＦＣ分野では、中部地区における駅務機器ＩＣ化関連工事のほか、駅のホーム柵関連工事等の受注が堅調に

推移いたしましたが、交通システム分野及び鉄道信号分野では、前年同期並みに推移いたしました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は1,501百万円となり、営業利益は323百万円となりました。 

「ＩＴサービス事業」 

 ＯＡ機器分野では、企業の設備投資回復の遅れやコスト削減が継続する厳しい環境ではありましたが、前年同期

と比べ売上に改善の兆しが見られました。また、駐車場機器分野では、積極的な営業活動が奏功し、機器販売及び

工事関連作業が増加するとともに、駐車場運営支援サービスも売上拡大に寄与いたしました。 

 一方、医療機器分野及び情報機器分野の保守サービスの売上は伸び悩み、ほぼ前年同期並みとなりました。 

 これらの結果、当セグメントの売上高は2,088百万円となり、営業利益は121百万円となりました。 

 なお、当社グループは、従来、電気・電子機器の保守サービス等の単一事業のため、事業の種類別 セグメント

情報を記載しておりませんでしたが、第１四半期連結会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基

準」の適用により、「交通サービス事業」、「ＩＴサービス事業」の各セグメントで記載しております。そのた

め、対前年同期との金額比較は記載しておりません。  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、預け金の回収等により、

第２四半期連結会計期間末より79百万円増加し、1,758百万円（前年同四半期比0.1％減）となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は、6百万円（前年同四半期は64百万円の獲

得）となりました。 

 これは主に、賞与引当金の減少、法人税等の支払額等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における投資活動の結果、得られた資金は、145百万円（前年同四半期は132百万円の

使用）となりました。 

 これは主に、預け金の回収等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は、59百万円（前年同四半期比0.2％減）と

なりました。 

 これは主に、中間配当金の支払によるものであります。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2011/02/10 16:33:0510706826_第３四半期報告書_20110210163245

- 5 -



(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課

題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

(4）研究開発活動  

 当社グループは、他社メーカーの製造・販売する各種電気・電子機器の保守サービスならびに附帯事業を専門と

しており、各メーカーの技術を習得、利用してサービスを行っております。 

 したがって、ユーザーの求める新サービスメニューの開発、サービス効率化のための業務支援開発等の活動は行

っておりますが、経営活動に重大な影響を及ぼすような研究開発活動は行っておりません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

   該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。   

  

   該当事項はありません。 

  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  24,000,000

計  24,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月９日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  6,000,000  6,000,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

100株  

 計  6,000,000  6,000,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金
残高（千円） 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日 
 －  6,000,000  －  833,200  －  727,800

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

  

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が 4株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     7,200
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    5,985,200  59,852 － 

単元未満株式 普通株式        7,600 －  － 

発行済株式総数           6,000,000 － － 

総株主の議決権 －  59,852 － 

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日信電子サービス株式会社 

東京都台東区浅草橋

五丁目20番８号 
 7,200  －  7,200  0.1

計 －  7,200  －  7,200  0.1

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,031  1,040  1,100  1,095  1,036  1,040  1,049  1,033  1,041

最低（円）  984  981  990  1,020  965  980  1,000  989  974

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,758,666 1,464,094

受取手形及び売掛金 3,092,388 3,376,145

商品 15,820 10,934

貯蔵品 465,164 485,466

繰延税金資産 381,688 381,688

預け金 3,360,000 3,560,000

その他 156,463 143,114

貸倒引当金 △215 △3,525

流動資産合計 9,229,976 9,417,918

固定資産   

有形固定資産 ※1  781,815 ※1  809,567

無形固定資産 298,781 299,801

投資その他の資産   

投資有価証券 376,203 361,940

その他 1,400,909 957,056

貸倒引当金 △4,070 △14,275

投資その他の資産合計 1,773,042 1,304,722

固定資産合計 2,853,638 2,414,090

資産合計 12,083,615 11,832,009

負債の部   

流動負債   

買掛金 573,378 606,105

未払法人税等 360,167 350,968

前受金 273,858 256,088

賞与引当金 384,429 655,778

役員賞与引当金 15,340 14,500

その他 624,922 445,690

流動負債合計 2,232,096 2,329,131

固定負債   

繰延税金負債 200,382 199,316

退職給付引当金 19,761 17,320

その他 20,112 27,222

固定負債合計 240,256 243,858

負債合計 2,472,353 2,572,989
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 833,200 833,200

資本剰余金 727,800 727,800

利益剰余金 8,038,065 7,694,141

自己株式 △7,990 △7,852

株主資本合計 9,591,074 9,247,289

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20,187 11,729

評価・換算差額等合計 20,187 11,729

純資産合計 9,611,262 9,259,019

負債純資産合計 12,083,615 11,832,009
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 9,416,028 10,072,533

売上原価 8,552,522 8,965,494

売上総利益 863,506 1,107,038

販売費及び一般管理費 ※1  739,701 ※1  675,816

営業利益 123,804 431,222

営業外収益   

受取利息 21,046 18,275

受取配当金 6,621 6,875

不動産賃貸料 1,674 1,883

保険配当金 22,555 16,386

その他 5,265 6,348

営業外収益合計 57,162 49,770

営業外費用   

不動産賃貸費用 1,469 1,679

その他 48 19

営業外費用合計 1,518 1,699

経常利益 179,447 479,293

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3,628 13,282

適格退職年金終了益 － 428,467

その他 － 59

特別利益合計 3,628 441,809

特別損失   

固定資産除却損 621 2,684

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,600

特別損失合計 621 13,285

税金等調整前四半期純利益 182,454 907,817

法人税等 91,733 444,036

少数株主損益調整前四半期純利益 － 463,781

四半期純利益 90,720 463,781

2011/02/10 16:33:0510706826_第３四半期報告書_20110210163245

- 13 -



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 3,265,103 3,589,331

売上原価 2,964,248 3,135,800

売上総利益 300,854 453,531

販売費及び一般管理費 ※1  261,750 ※1  228,460

営業利益 39,104 225,070

営業外収益   

受取利息 6,780 5,783

受取配当金 2,852 3,159

不動産賃貸料 597 628

その他 2,105 1,817

営業外収益合計 12,336 11,389

営業外費用   

不動産賃貸費用 529 559

その他 4 5

営業外費用合計 533 565

経常利益 50,906 235,894

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3,713 1,883

投資有価証券評価損戻入益 － 57,178

適格退職年金終了益 － 428,467

その他 － 59

特別利益合計 3,713 487,588

特別損失   

固定資産除却損 213 47

特別損失合計 213 47

税金等調整前四半期純利益 54,407 723,436

法人税等 24,769 335,864

少数株主損益調整前四半期純利益 － 387,571

四半期純利益 29,637 387,571
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 182,454 907,817

減価償却費 128,194 132,427

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,600

のれん償却額 3,267 9,803

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,692 △13,514

賞与引当金の増減額（△は減少） △313,500 △271,348

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,000 840

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,209 2,441

前払年金費用の増減額（△は増加） 21,203 △41,188

適格退職年金終了益 － △428,467

受取利息及び受取配当金 △27,667 △25,150

売上債権の増減額（△は増加） 969,869 311,731

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,345 15,416

仕入債務の増減額（△は減少） △289,617 △33,161

その他 108,793 173,504

小計 734,168 751,751

利息及び配当金の受取額 27,667 25,150

法人税等の支払額 △334,867 △425,232

営業活動によるキャッシュ・フロー 426,968 351,670

投資活動によるキャッシュ・フロー   

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△289,188 －

預け金の増減額(△は増加) 470,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △34,244 △66,431

無形固定資産の取得による支出 △6,239 △68,172

その他 6,352 △2,623

投資活動によるキャッシュ・フロー 146,680 62,772

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △347 △138

配当金の支払額 △143,870 △119,732

財務活動によるキャッシュ・フロー △144,218 △119,871

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 429,430 294,571

現金及び現金同等物の期首残高 1,330,317 1,464,094

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,759,748 ※1  1,758,666
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項の変更 

（1）連結の範囲の変更 

  前連結会計年度において連結子会社でありましたアイポスネット㈱は、平成22年４

月１日付で当社が吸収合併したため、連結の範囲から除外しております。 

（2）変更後の連結子会社の数 

  １社 

２．会計処理基準に関する

事項の変更 

 (1) 資産除去債務に関する会計基準の適用   

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益は503千円、税金等調整前四半期純利益は11,104千

円減少しております。 

 (2) 企業結合に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．たな卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予測を利用する方法によっ

ております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．税金費用の計算  当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（退職給付制度の変更） 

 当社は、平成22年10月１日付で、これまで退職給付制度として採用していた適格退職年金制度を確定給付企業年金

制度および確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

 この移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、当第

３四半期連結累計期間において制度移行に伴う利益として428,467千円を特別利益に計上しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                    千円936,424

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

          千円 908,844

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給料及び手当           千円193,450

 賞与引当金繰入額 千円25,486

 退職給付費用   千円14,626

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給料及び手当        千円153,122

 役員賞与引当金繰入額 千円15,340

 賞与引当金繰入額 千円25,702

 退職給付費用 千円9,057

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給料及び手当         千円67,403

 賞与引当金繰入額            千円25,486

 退職給付費用        千円4,707

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給料及び手当      千円47,832

 役員賞与引当金繰入額          千円5,340

 賞与引当金繰入額          千円25,702

 退職給付費用      千円1,924

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 現金及び預金     千円 1,759,748

 現金及び現金同等物 千円 1,759,748

 現金及び預金 千円 1,758,666

 現金及び現金同等物     千円 1,758,666
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 6,000,000株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 7,204株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、当社グループはＯＡ機器、ＡＦＣ、駐車場機

器、交通システム等の電気・電子機器の保守サービスならびにこれらの附帯事業の単一事業であり、当該事業

以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、当社グループは本邦以外の国又は地域に所在す

る連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、当社グループは海外売上高がないため該当事項

はありません。  

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  59,929  10 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金 

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式  59,927  10 平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

  当社グループの報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に

検討を行う対象となっているものであります。  

当社グループは、電気・電子機器の保守サービス等を中心に事業活動を展開しており、「交通サービス事

業」及び「ＩＴサービス事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「交通サービス事業」は、ＡＦＣ、交通システム、鉄道信号等を、「ＩＴサービス事業」はＯＡ機器、医

療機器、駐車場機器、情報機器等を保守サービスの対象としております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

     全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。      

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

 報告セグメント 

調整額 
（注１） 

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注２）  

交通サービス
事業 

ＩＴサービス
事業 

計

売上高           

外部顧客への売上高  4,029,327  6,043,205  10,072,533  －  10,072,533

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計  4,029,327  6,043,205  10,072,533  －  10,072,533

セグメント利益（営業利益）  723,593  357,618  1,081,211  △649,988  431,222

  

 報告セグメント 

調整額 
（注１） 

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注２）  

交通サービス
事業 

ＩＴサービス
事業 

計

売上高           

外部顧客への売上高  1,501,002  2,088,329  3,589,331  －  3,589,331

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計  1,501,002  2,088,329  3,589,331  －  3,589,331

セグメント利益（営業利益）  323,787  121,047  444,834  △219,763  225,070
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 ３．報告セグメントごとの、のれんに関する情報  

   のれんの償却額及び未償却残高  

（単位：千円）

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

     当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

     当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

当社グループはストック・オプション制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。  

  

  交通サービス事業 ＩＴサービス事業 全社  合計  

当第３四半期連結累計期間 

償却額  
－  9,803  －  9,803

当第３四半期連結会計期間 

償却額  
－  3,267  －  3,267

当第３四半期会計期間末残高 －  49,018  －  49,018

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

    

  

 （注）  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

    

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額     円 銭1,603 80   １株当たり純資産額 円 銭1,544 99   

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額   円 銭15 14   １株当たり四半期純利益金額   円 銭77 39   

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（千円）       90,720       463,781

普通株主に帰属しない金額（千円）       －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）       90,720       463,781

期中平均株式数（千株）       5,993       5,992

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     円 銭4 95   １株当たり四半期純利益金額     円 銭64 67   

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（千円）       29,637       387,571

普通株主に帰属しない金額（千円）       －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）      29,637      387,571

期中平均株式数（千株）       5,993       5,992
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     当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

     リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。なお、当第３四半期連結累計期間におけるリース取

引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

平成22年10月28日開催の取締役会において、第45期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の中間  

配当について次のとおり決議いたしました。   

     ①中間配当金の総額                  59,927千円 

     ②１株当たりの中間配当金                10円00銭 

     ③支払請求の効力発生日及び支払開始日      平成22年12月６日 

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月10日

日信電子サービス株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 原田  一  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 星長 徹也  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信電子サービ

ス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日信電子サービス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

    報告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月９日

日信電子サービス株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 星長 徹也    印  

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 小林 圭司    印   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信電子サービ

ス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日信電子サービス株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

    報告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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